
　令和８・９年度において芦屋市で行われる競争入札に参加する資格の審査を申請します。
　なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

宛

【申請者】
ﾌﾘｶﾞﾅ

ｾｲ ﾒｲ

姓 名

〒

都道府県 市区町村

電話 FAX

誓　約　文

※ 支店・営業所等に契約締結権限を委任する場合

　私（申請者）は、下記の者を代理人と定め、令和８・９年度における次の権限を委任します。
☑ １　見積り・入札に関すること。 ☑ ４　代金請求及び受領に関すること。
☑ ２　契約締結に関すること。 ☑ ５　復代理人の選任に関すること。
☑ ３　保証金請求及び受領に関すること。 ☑ ６　その他契約の履行に関すること。

【委任する場合のみ記入】

ｾｲ ﾒｲ

姓 名

〒

都道府県 市区町村

電話 FAX

使 用 印 鑑 届

　私（申請者）は、令和８・９年度の入札・見積りに参加し、契約の締結、代金の請求・受領及び

その他契約に関することについて、下記の印鑑を使用します。

使

用

印

鑑

※債権者登録の申請の際と同じ印鑑であること。

競争入札参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等）

芦　　屋　　市　　長
芦屋市水道事業管理者の権限を行う市長
芦屋市病院事業管理者

令和7年10月14日

商号・名称

ｱｼﾔ○○ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 会社印

芦屋○○コンサルタント株式会社

代表者印(実印)

東京都 千代田区

○○町○-○-○

代表者役職名 代表取締役

ﾌﾘｶﾞﾅ ｱｼﾔ ﾀﾛｳ

※登記上の所在地が異なる場合は「※登記上所在地」に記載してください

代表者氏名 芦屋 太郎

本(店)社
所在地

100-XXXX

※登記上所在地 大阪府大阪市○○町○-○

連絡先 03-1111-XXX1 03-1111-XXX2

・競争入札参加資格者名簿（会社名、所在地、連絡先、代表者名等）を芦屋市ホームページに掲載することに同意します。
・貴市の競争入札参加資格審査申請に当たり、私（申請者）は芦屋市暴力団排除条例及び芦屋市契約等に係る事務からの暴
力団等の排除措置に関する要綱に基づく「誓約書」の誓約事項について誓約します。
　なお、この誓約に違背した場合は、貴市から競争入札参加資格の取消、入札参加停止、契約解除等のいかなる措置を受
け、かつ、その事実を公表されても異存ありません。

受任者社印

支店･営業所名

役職名

ﾌﾘｶﾞﾅ

氏名 受任者印

支店・営業所
所在地

連絡先

会社印又は受任者社印 代表者印又は受任者印

必須

必須

（株）、（有）等の省略不可

法人で本社所在地が登記上と営業
上とで異なる場合は、「※登記上所
在地」に入力すること。

【例】

「４ 代金請求及び受領に関すること。」については、委任

しない場合。申請書が２枚必要となります（申請書

を複写して使用）

【申請書１枚目】

→チェックを外し、実印（代表者印）を押印する。

【申請書２枚目】

・「４ 代金請求及び受領に関すること。」以外の箇所の

チェックを外し、実印（代表者印）を押印する。
・申請者の欄に、申請書１枚目と同様に記入及び実印（代
表者印）を押印する。
・使用印鑑届の欄に、代金請求及び受領の際に使用する
使用印鑑を押印する。ただし、会社印（角印）のみでの使
用は不可。

※受任者を設ける場合のみ

記入すること。

会社印（角印）のみでの申請はできま

せん。

実印（代表者印）を使用してください。

受任者を設ける場合のみ押印すること。

ただし、会社印（角印）のみでの申請はで

きません。

申請日を記入

必須

●申請者（代表者）の場合

代表者印を使用してください。（実印でなくてもよい）

●受任者（支店・営業所等）に契約締結権限等を委任する

場合

受任者印を使用してください。

【注意】

・会社印（角印）のみでの申請はできません。

・債権者登録（支払口座）申請の際の印鑑と合わせてく

ださい。

・法人の行為は、自然人である必要があることから、「使用

の印」と印字されている印鑑等は使用できません。

社名と株式会社の間にスペース不要
ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ等の入力不要
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誓　約　事　項

１

２

３

４

５

６

イ　条例第２条第２号で規定する暴力団員

誓　　約　　書

　私（申請者）は、貴市の競争入札参加資格審査申請に当たり、芦屋市暴力団排除条例（平成２４年芦屋市
条例第３０号。以下「条例」という。）を遵守し、暴力団を利することとならないよう措置を講じて暴力団
排除に協力するため、下記のとおり誓約します。

　なお、この誓約に違背した場合は、貴市から競争入札参加資格の取消、入札参加停止、契約解除、損害賠
償請求その他の貴市が行う一切の措置を受け、かつ、その事実を公表されても異議を述べません。

記

　私（申請者）は、次のアからウまでに該当しません。

ア　条例第２条第１号で規定する暴力団

ウ　条例第２条第３号で規定する暴力団密接関係者

　前記１のアからウまでに該当する者（以下「暴力団等」という。）との間に社会的に非難される関係
を持たず、暴力団等の不当介入に対しては、貴市や警察等の関係機関と協力の上、その排除に努めま
す。

　暴力団等を下請負人（一次二次下請負以降すべての下請負人を含む。）、再委託人又は資材、原材料
業者仕入先等としません。

　貴市が、下請負人（一次二次下請負以降すべての下請負人を含む。）、再委託人又は資材、原材料業
者仕入先等が暴力団等に該当するのか否かを確認するために、それらの役員等（芦屋市契約等に係る事
務からの暴力団等の排除措置に関する要綱第２条第２号に規定する役員等をいう。以下同じ。）の氏名
その他の情報の提供を求めた場合、私（申請者）は速やかに必要な情報を貴市に提出します。

　貴市が前記４の情報を所轄の警察署長（以下「警察署長」という。）に提供すること、貴市が警察署
長に前記１及び３に関して意見照会すること並びに警察署長から得た情報を貴市が他の業務において暴
力団を排除するために利用し、又は他の実施機関（芦屋市個人情報保護法施行条例（令和４年芦屋市条
例第２３号）第３条に規定する実施機関をいう。）及び議会に提供することについて同意します。

　今後とも各種関係法令を遵守し、社会から信用・信頼される企業づくりに努めるとともに、貴市から
受注した場合には、貴市の要請等に誠実に対処します。

※提出不要
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（参考）

芦屋市暴力団排除条例

第２条

  

  

(2)　暴力団員　法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。

(1)　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号。以下「法」という。)
第2条第2号に規定する暴力団をいう。

(ｳ)　(ｱ)又は(ｲ)に掲げるもののほか、暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有していると認めら
れる行為

エ　アからウまでのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを相手方として、下請契約、業務
の再委託契約その他の契約を締結し、これを利用している事業者

(3)　暴力団密接関係者　暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者で次のいずれかに該当するものをい
う。

ア　暴力団員が役員(法第9条第21号ロに規定する役員をいう。以下同じ。)として、又は実質的に経営に関与
している事業者

イ　暴力団員を業務に関し監督する責任を有する者(役員を除く。以下「監督責任者」という。)として使用
し、又は代理人として選任している事業者

ウ　次に掲げる行為をした事業者。ただし、事業者が法人である場合にあっては、役員又は監督責任者が当
該行為をした事業者に限る。

(ｱ)　自己若しくは自己の関係者の利益を図り、又は特定の者に損害を与える目的を持って、暴力団の威力を
利用する行為

(ｲ)　暴力団又は暴力団員に対して、金品その他の財産上の利益の供与をする行為

※提出不要
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登 録 カ ー ド（測量・建設コンサルタント等）【コンサル様式４－１】

●基本情報 ●許可・認可等　取得の有無

●常勤職員数

※１　常勤職員数は全職員のうち常勤する者を職種別に記入してください。

※２ 「役職員等」及び「障がい者従業員数」は「計」の内数

●メールアドレス（見積合せの指名通知等（電子入札システムでの指名を除く）の送付に使用します。）

● 登録を受けている事業 ※登録を受けている事業は該当するものの登録番号を記入してください。

号 号 号

号 号 号

号 号 号

号 号 号

号 号 号

号 号 号

● ＰＲコメント

ア 概要（得意としている業務内容など６０字以内でご記入ください。）

イ 詳細（上記アについて、詳細をご記入ください。）

※一般財団法人等、登記簿に資本金が記載されていない場合
は、正味財産を転記すること

2

人

人

人

人

人

人

※注意
・送受信可能なメールアドレスであること。
・契約の担当部署の代表メール等、担当者が変更となっても継続して使用できるものであること。
・本競争入札参加資格審査申請のための連絡先が異なる場合は、書類の提出を行う申請フォームで記載するこ
と。

メールアドレス

技術系職員

事務・営業職員

その他職員

計

役職員等

障がい者従業員数

45

38

0

83

3

くるみん認定取得の有無 3

無 =0、有（ﾌﾟﾗﾁﾅ、ﾄﾗｲ以外）=1、
プラチナくるみん=2、トライくるみん=3、

※申請日の時点で有効な許可・認可証　要提出

①情報マネジメントシステム（ISO27001）
②プライバシーマーク 0

無=0、①のみ有=1、②のみ有=2　どちらも有=3

①環境マネジメントシステム（ISO14001）
②エコアクション21 0

無=0、①のみ有=1、②のみ有=2　どちらも有=3

えるぼし認定 2

無 =0、1段階=1、2段階=2
3段階=3、プラチナえるぼし=4

芦屋市令和6・7年度登録番号
（新規登録業者及び令和6・7年度に登録のない業者は入力不要） 30XXX

営業年数 0 年

資本金(履歴事項全部証明書から転記) 0 千円

（○）○○

（一級)○○○○○

第建○-○○○○○

補償コンサルタント

司法書士

ＭＬＡＰ

○○○

申請書作成者氏名（問合せ先） 部署名 ＴＥＬ

登録番号

計量証明事業者（　）

（計量の区分）

土地家屋調査士

登録事業名

※申請書作成者は、氏名・部署名・ＴＥＬを記入してください。なお、行政書士等が作成した場合は部署名には事務所名

を記入し、氏名・ＴＥＬを記入してください。不備等があった場合、お問合せさせていただきます。

登録事業名 登録番号登録事業名

指名等の際に参考にすることがありますので、ご記入ください。

登録番号

指名等の際に参考にすることがありますので、簡潔・明瞭にご記入ください。

測量業者

不動産鑑定業者 計量証明事業者（濃度）

建築士事務所

建設コンサルタント

地質調査業者

令和６・７年度(測量・建設コンサルタント
等)芦屋市競争入札参加資格審査申請
書の受付番号を記入
※令和８・９年度に初めて申請される方
は記入不要

それぞれ申請時現在の状況で記入する
こと。
※該当が有りの場合は、登録証や認定
書等の通知を添付すること。

入札等の担当者が常時確認できるアドレスを記載するこ

と。メールアドレスに変更があった場合は、「変更届」を

提出する必要があるため、なるべく個人のメールアドレ

スを避け、契約の担当部署の代表メール等、担当者が

変更となっても継続して使用できるものにすること。

該当がない場合は、「０」

と記入すること。

不備等があった場合、お問い合わせさせていただきます。

【R8・9測量・建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等様式（芦屋市）】



登 録 カ ー ド（測量・建設コンサルタント等）【コンサル様式４－２】

●有資格者人数（人）

Ｄ

●測量等実績高（実績がない区分は０を記載してください）

●取引可能業種【「可能」の欄には、取引可能なものに「○」印を記入すること。】
業種 可能 業種 可能 業種 可能 業種 可能 業種 可能

1
専
門 9 17 ○ 25 33

2 ○ 10 18 26 34

3 ○ 11 19 Ｄ 27 35

4 ○ 12 20 28 36

5 13 ○ 21 29 37

6 14 22 30 38 ○

7 ○ 15 ○ 23 31

8 16 24 32

Ｆ 39 ○ 業種（　 ）

※ 業種 Ａ … 測　量 Ｄ … 地質調査業務
Ｂ … 建築関係建設コンサルタント業務 Ｅ … 補償関係コンサルタント業務
Ｃ … 土木関係建設コンサルタント業務 Ｆ … その他調査等（Ａ～Ｅを除く業務）

業種
記号

業務
番号

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

【※注意　業務番号が重複する記入は不可。提出要領要参照】

●特定業務実績【下記に記載している特定業務に関係する「公共機関発注」の「元請」の実績があれば記入すること。】

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

建築設備士 土木その他

土地区画整理士 その他

電気主任技術者 ＲＣＣＭ

補償業務管理士

Ｂ

一級建築士 3 二級土木施工管理技士 補償その他

二級建築士 4 一級造園施工管理技士

Ｆ

環境計量士

第一種電気工事士 8 二級造園施工管理技士 土壌汚染調査技術管理者

第二種電気工事士

Ａ

測量士 6

Ｂ

技術士

測量士補 3 衛生設備士 地質調査技士

地籍調査管理技術者 2 消防設備士

Ｅ

不動産鑑定士

地籍主任調査員 建築その他 土地家屋調査士

地籍工程管理士

Ｃ

空調設備士

一級土木施工管理技士

1,563
2023/8

2024/5

請負金額(千円)
※税込

委託期間(完了予定含む）

※2024/4～2026/3

合　　計

65,945

Ｅ　補償関係
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務

0

2024/5

業　　務

補償関連

事業損失

総合補償

長
寿
命
化

下水道

道路（橋梁
含む）

公園

無電柱化

芦屋市 芦屋市公園施設長寿命化計画策定業務委託

特定業務

地籍調査

発注者
（公共機関・元請）

件　　名

Ｃ

その他調査・
分析

機械工作

請負金額(千円)
※税込

委託期間(完了予定含む）

※2024/4～2026/3
希望業務

順位

5

2024/4

2024/12

航空測量

意匠

下水道

Ｆ

不動産鑑定

施工計画、施工
設備及び積算

上水道及び
工業用水道

1

2

○○県 ○○公園設計業務委託

直前２か年間の年間

Ｂ 専
　
門

発注者
（公共機関・元請）

業　　務

測量一般

土質及び基礎 土地調査
Ｃ

耐震診断

Ａ

鋼構造及び
コンクリート

業　　務 業　　務 業　　務

電気・電子

Ｅ

●取引希望業種【希望順位ごとに「公共機関発注」の「元請」のもので請負金額の最高値の実績を記入すること。】

都市計画及び地方
計画、まちづくり

地質調査

調査

28,300 012,345 25,300

Ｃ　土木関係
建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務

Ａ　測　　量 Ｄ　地質調査業務業種区分
Ｂ　建築関係

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務
Ｆ　その他
　　調査等

0

Ｅ
Ｂ

Ｃ

建築一般

平均実績高(千円)

造園 建設機械

監理

地質

道路

構造

河川、砂防
及び海岸

地図の調整

営業補償・
特殊補償積算 廃棄物

Ａ 3

3,105Ｃ 17

交通量調査

3  Ｃ

物件

土地評価

1,56317  芦屋市  芦屋市公園施設長寿命化計画策定業務委託

4

鉄道

建設環境

2023/8

件　　名

その他

トンネル

設備

実績高がない場合は、「０」と記

入すること。

複数の資格を有する場合は、重複して記入（延べ人数）

税込

役務の提供に該当する業務がある場合は、
別途、物件等の業者登録（役務提供等）も
登録すること。

特定業務の請負実績がある場合は記入すること。

※誤った記載例

業務番号が重複しているため無効となります。
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測量等実績調書【コンサル様式４－３】《記入例》 商号・名称

業務区分
【記入要領】

1 本表は、業務の各別に記入してください。
2 本表は、令和６年４月（2024/4）から令和８年３月（2026/3）までの主な完成業務及びこの間に着手した

主な完了予定業務を記入してください。また、請負金額は消費税込みの金額を記入してください。
3 下請については、「発注者」の欄には元請業者名を記入し「件名」の欄には下請件名を記入してください。
4 「測量等対象の規模等」には例えば測量の面積・精度等、設計の階数・構造・延べ面積等を記入してください。
5 下記様式と同様の内容が記載されているものがある場合は、既存のものを使用することができます。

6 下記様式の内容と同様の内容が記載されているものがある場合は、既存の様式を使用することができます。

（同様の内容の記載がないものについては、実績として認められない場合がありますのでご注意ください。）

7 該当期間中に公共機関発注の元請実績がない場合は下記をチェックし、提出してください。

（民間発注及び下請業務も表に記載可能です。）

請負金額

（千円）※税込

元請 自

下請 至

元請 自

下請 至

測量等実績調書【コンサル様式４－３】《記入例》 商号・名称

業務区分

請負金額

（千円）※税込

元請 自

下請 至

※ 上記の欄に書ききれない場合は行を追加の上、使用してください。
※ 業務区分が異なるものは、シートを追加して種類ごとに使用してください。

芦屋○○コンサルタント株式会社

Ｂ４　建築関係建設コンサルタ
ント業務（建築一般）

発　注　者
元・下請

件　　名 測量等対象の規模等
委託期間(完了予定含む）

の区分 ※2024/4～2026/3

芦屋市 △△施設設計業務
施設実施設計
延床面積700㎡

538
2023/10

2024/4

○○㈱ 街区出来形測量
基準点設置及び出
来形測量等１式

585
2023/6

2025/3

○○市 都市計画道路○○線測量設計
路線測量　Ｌ＝
１．３ｋｍ

2,840
2024/4

2025/3

芦屋○○コンサルタント株式会社

Ａ３　測量業務（航空測量）

該当期間中の公共機関発注の元請実績はありません。

発　注　者
元・下請

件　　名 測量等対象の規模等
委託期間(完了予定含む）

の区分 ※2024/4～2026/3

例１

下記の例は「公共機関発注」の「元請」の業務実績がない場合は、

「該当期間中の公共機関発注の元請実績はありません。」に してください。

公共機関以外の発注や下請実績も記載できます。

１か月間でも履行期間が重複している実績も対象となります。

例２
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技術者経歴書【コンサル様式４－４】《記入例》

商号・名称

（種類）
【記入要領】

1 本表は、土木、建築又は設備等の職種の各別に記入してください。

また、「氏名」の記載は営業所（本店又は支店若しくは常時契約する事務所）ごとにまとめて行い、

その直前に、（　）書きで当該営業所名を記入してください。

2 「法令による免許等」の欄には業務に関し法律若しくは命令による免許又は技術若しくは技能の

認定を受けたものを記入してください。（例：○○建築士、○○土木施工管理技士）

3 「実務経歴」の欄には、最近のものから記載し、純粋に測量、建設コンサルタント等業務に従事した

職種及び地位を記入してください。

4 記載された内容については、使用目的外には使用しません。

5 下記様式の内容と同様の内容が記載されているものがある場合は、既存の様式を使用することができます。

名　称 取得年月日

年 ヶ月

１級土木施工監理技士
１級造園施工管理技士

Ｓ５６．２．２５
Ｓ５９．３．２６ 28 年 9 ヶ月

年 ヶ月

技術士（建築）
1級建築施工管理技士

Ｈ１８．４．１２
Ｈ１７．６．１ 16 年 5 ヶ月

年 ヶ月

年 ヶ月

年 ヶ月

年 ヶ月

年 ヶ月

年 ヶ月

年 ヶ月

年 ヶ月

年 ヶ月

年 ヶ月

年 ヶ月

年 ヶ月

年 ヶ月

年 ヶ月

年 ヶ月

年 ヶ月

※ 上記の欄に書ききれない場合は行を追加の上、使用してください。

※ 種類が異なるものは、シートを追加して種類ごとに使用してください。

精道　五郎 △△施設設計業務

（本社）

精道　四郎 ○○公園設計業務

（神戸営業所）

芦屋○○コンサルタント株式会社

土木関係建設コンサルタント業務　

氏　　名
法令による免許等

実　務　経　歴 実務経験年数氏名の前に（営業所）を記入

従事した年月数を記入
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